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「親は自分の子どもを慰めて『すべては大丈夫であり・・、それはこの世の終わ

りではなく、私たちは最善を尽くしている』と言うことができるべきだ。しかし

私は、もはやあなた方が、そのように言うことができるとは思っていない。」

「厳然たる事実を動機付けとして活用する最良の方法は、恐ろしい情報を、

例えば『私たちは何ができるのか。修復する方法を見つけよう。』といった

ように、行動を起こすためのオプションとして捉えることだ。特に若者は、

変化するための手段があるならば、悪い知らせに対処することができる。」

セヴァン・スズキ、32才、リオ＋20での見解

セヴァン・スズキ、12才、1992年6月リオデジャネイロ
の地球サミットでのスピーチ
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主要メッセージ 
アフリカでは、重要な諸目標の中の環境面および

社会面の両方を達成するうえで、人口増加や急速な

都市化、気候変動、持続不可能な開発、ガバナンス

の弱さが、重大な課題として存続している。 

 互いに補強し合っている政策の実施に着手するこ

とが、アフリカにとって有利に働く。資源が乏しい

国にとって、政策の相乗作用を最大限にすることが、

社会的、生態的、経済的な恩恵をもたらす手助けと

なり、トレードオフを減らし、共通の駆動要因や圧

力に対処するための多くの道を切り開く。例えば、

持続可能な土地管理政策は、海洋生態系、生物多様

性、淡水、などの多様な環境領域においてプラスの

成果をもたらす。しかし、好ましくない環境や社会

への影響を回避するために、地元社会、国家、大陸

域、世界規模の各レベル間での政策の調和が求めら

れるだろう。例えば、食糧、バイオ燃料、気候変動

の緩和などの世界レベルの政策によって、地元の生

業や適応能力が損なわれないようにすべきである。 

越境の自然資源に関する政策は、共有されている

陸域生態系と海洋生態系の統合的な管理を強化する。

アフリカでこのアプローチに人気があるのは、この

アプローチが広い適用性を備えた有益な戦略として、

有効であることを裏付けている。 

個別に厳重に保護される海洋保護区よりも、ネッ

トワーク化された海洋管理区の方が、海洋資源を包

括的に管理する多くの機会を提供する。その恩恵と

しては、漁場の回復、回遊性魚種の保全の向上、陸

上や海上汚染の低減、気候変動に対する社会および

生態系のレジリエンスの強化、などがある。 

 水に対する権利の国レベルでの承認や、「人及び人

民の権利に関するアフリカ委員会」によって示され

たように、先住民や女性の権利などの人権を認めて

その水準を上げることが、人々の福祉や環境保全の

向上を支える。 

 自然資源の管理やガバナンスを効果的に進めるた

めには、適正な能力を備えていることが極めて重要

だ。解決策の特定に必要な、多様なスケールで能力

評価を行うニーズは、地元、国、大陸域レベルによ

って異なる。汚染管理のアプローチで明らかにされ

るように、知識や、能力、資金を出し合って蓄えて

おく斬新な制度を整えることが、環境目標を達成す

るための長期にわたる協働を築く手助けになる。 

 「持続可能な土地管理」や「統合的沿岸管理」の

項で明らかにされるように、環境の財やサービスお

よび人の福祉を維持するには、人を含むすべての生

態系を考慮に入れた管理が、より有効である可能性

が高い。コミュニティ参加型の環境管理をアフリカ

の広範囲にわたって適用することによって、貧しい

農村社会が、野生生物を基盤に活動している企業か

ら収入を得る助けとなり、国家が大型哺乳動物や関

連する生態系の保全を向上させることができるよう

になる。このアプローチの成功は、政府が自然資源

に関する権限や権利を、地元社会にどれほど移譲す

るかの程度によって左右される。 

 地元社会の参加の確保、情報へのアクセス、同意

を伴う強い説明責任の制度によって、諸々の決定が

環境的社会的に持続可能となるよう確保される。ア

フリカでは資源を採取し利用することへの依存が高

いので、利益誘導型の意思決定とならないよう回避

するには、強い説明責任の制度を確保することが重

要だ。政府の作業状況をモニタリングし、環境変化

の傾向を調査しつづけ、追跡することで、極端な自

然事象などの進行中の環境変化に対して、適時に効

果的に対応できるようになり、さらなる政策展開に

必要な基盤を築くことができる。 
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図図 9.1  サハラ以南のアフリカで洪水に見舞わ
れる頻度と脆弱性、1980～2010年
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出典: UNISDR 2011

図 9.2  南部アフリカの都市（選定された）での食糧不足、2008～2009年
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1996年ローマでの世界食糧サミットは「常に全ての人々が、活動的で健康的な生活を営むために必要な食事に関するニーズと食物の好みを満たす、
安全で栄養価に富む必要十分な食糧を物理的経済的に入手できるとき、食糧安全保障が実現していると言える」ということに合意した (FAO 1996)。
この保障は、食糧の入手可能性、入手の容易性、信頼性、質、さらに嗜好を満たせるか否か、に左右される (Frayne et al. 2010; Sen 1981)。
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序論 
アフリカは過去一世代の間に、人々のより良い生活をめざ

しながら、環境の難題に対応する、かなりの業績を積み上げて
いる。そのことが政策や運用を強化する出発点になっている。
本章は、アフリカ大陸域で選定された一組の国際的な目標（表
9.1）を達成するのに役立つよう特定された、12 の有望な政策
オプション（表 9.2）からなる。（方法論については GEO-5
上巻の序章を参照のこと）。

 「政策についての評価」の節で示されるように、アフリカの
住民と政府による改革、ならびに住民と政府間の協力が、この
成功を下支えしてきたが、ドナー（資金提供国）からの支援も、
いくつかの政策の運用に極めて重要であった。「援助効果に関
するパリ宣言」の原則（自助努力、調和化、整合性、成果管理、
相互説明責任）は、ドナーとの協働について定義しており、合
意されたアフリカ緒政府の優先順位や用途をドナーの支援が
確実に支えるよう、また対応する公共機関の開設よりもむしろ
政府の制度を強化するよう確保するために、策定されている。 

アフリカは著しい発展を遂げたけれども、人口増加、急速な
都市化、気候変動、持続不可能な開発、ガバナンスの弱さなど、
重大な問題が残っている。 

 2009 年に 10 億人となったアフリカの人口は、毎年 2.15％
ちかく増えていて、環境資源に対する需要を高めている(UN 
2011)。2010 年には、総人口の 40％に相当する約 3 億 9,500
万人が都市部に住んでいる。都市人口は、2040 年に 10 億人、

2050 年には全体の 60％に相当する 12 億 3,000 万人になるだ
ろう(UN-Habitat 2010)。繁栄する中心部と、貧しい非公認居
住区の両極端が特徴であるアフリカの都市では、多くの政府が
懸命に、水へのアクセスなどの社会サービスを提供し、食糧や
エネルギーの安全保障を達成し、環境リスクの管理を実現する、
取り組みになるよう努力している（図 9.1 と 9.2）。気候変動
とその他の有害な環境変化が、都市化を進行させ(UN- Habitat
2010)、政府の対処能力にさらなる負荷をかけ、大きな不安定
化をもたらす可能性がある(Mohamed-Katerere 2009)。



236 第 2   部：政策オプション 

気候変動

国連気候変動枠組条約
(UNFCCC 1992)の第3条1～3項

締約国は、この条約の目的を達成し及びその条項を実施するための措置をとるに当たり、特に、次に掲
げるところを指針とする。
1. 締約国は、衡平の原則に基づき、かつ、それぞれ共通に有しているが差異のある責任及び各国の能力に従

い、人類の現在及び将釆の世代のために気候システムを保護すべきである。したがって、先進締約国
は、率先して気候変動及びその悪影響に対処すべきである。

2. 開発途上締約国（特に気候変動の悪影響に著しく脆弱である国）及びこの条約によって過度の又は異常
な負担を負うこととなる締約国（特に開発途上締約国）の個別のニーズ及び特別な事情について十分な
考慮が払われるべきである。

3. 締約国は、気候変動の原因を予測し、防止し又は最小限にするための予防措置をとるとともに、気候
変動の悪影響を緩和すべきである。深刻な又は回復不可能な損害のおそれがある場合には、科学的な
確実性が十分にないことをもって、このような予防措置をとることを延期する理由とすべきではな
い。もっとも、気候変動に対処するための政策及び措置は、可能な限り最小の費用によって地球的規
模で利益がもたらされるように費用対効果の大きいものとすることについても考慮を払うべきであ
る。これを達成するため、これらの政策及び措置は、社会経済状況の相違が考慮され、包括的である
べきで、関連するすべての温室効果ガスの発生源、吸収源及び貯蔵庫並びに適応策を網羅し、かつ、
経済のすべての部門を含むべきである。気候変動に対処するための取り組みは、関心を有する締約
国の協力によって行われてもよい。

土地

ヨハネスブルグ実施計画(JPOI)
(WSSD 2002)の第40節(b)

再生可能資源の持続可能な利用と社会経済及び環境の潜在的能力の統合的な 評価に基づいて、統合的な土
地管理及び水利用計画を策定し、実施し、加えて、政府、地方当局及び地域社会が土地と水資源の量及び
質を監視し、管理するための能力を強化すること。

生物多様性

生物多様性条約(CBD 1992)の
第10条：生物の多様性の構成
要素の持続可能な利用

締約国は、可能な限りかつ適切な場合には、次のことを行う。
(a) 生物資源の保全及び持続可能な利用についての考慮を自国の意思決定に組み入れること。

(b) 生物の多様性への悪影響を回避し又は最小にするため、生物資源の利用に関連する措置をとること。

(c) 保全又は持続可能な利用の要請と両立する伝統的な文化的慣行に沿った生物資源の利用慣行を保護し及
び奨励すること。

(d) 生物の多様性が減少してしまった劣化地区における地域住民による修復作業の策定及び実施を支援する
こと。

(e) 生物資源の持続可能な利用のための方法の開発について、自国の政府機関と民間部門との間の協力を促
進すること。

淡水

ヨハネスブルグ実施計画(JPOI)
(WSSD 2002)の第26節(c)

水資源の使用効率の改善、また競合する用途の間での水資源の有効な配分を、人間の基本的な要求を充足
することを優先しつつ、生態系とその機能を維持し又は再生する必要性（特に脆弱な生態系においては）
と、飲料水の水質保全を含む人間の生活、工業及び農業でのニーズとを比較検討しながら行なうこと。

海

生物多様性条約による「海洋及び
沿岸の生物多様性に関するジャ
カルタマンデート」(CBD 1997)

沿岸及び海洋生態系、ならびにそれらの自然資源の保全及び持続可能な利用を促進すること。

表 9.1  アフリカ大陸域で選定された政策目標

 気候変動は、生態系に極度の圧力を加え、都市や農村地域に
住まう脆弱な人々のストレスを高める危険性が高い(Boko et 
al. 2007)。より激しい降雨が発生して、食糧安全保障や居住
区をおびやかす大きな流出や洪水になり得るとともに、乾季が
長くなり、季節のパターンの変化が、作物に損失をもたらす。
ベナンのアクパクパやナイジェリアのラゴスなどの海岸沿い
の居住区では、潜在的に危険な区域に多くの人口が集まってい
て、海面上昇で、著しい影響を被るだろう (Nicholls 2004)。
そのため、気候変動に敏感に対応する保全策や適応策〘訳注：
温暖化対策には緩和策と適応策があり、適応策は自然生態系や
社会経済システムを調整することにより温暖化の悪影響を軽
減する方策〙が極めて重要である。しかし、既存の政策のほと
んどは、気候変動に対して人々が脆弱であるという複雑な問題
に、対処するための枠組みを欠いている(Madzwamuse 2010)。
リスク軽減戦略を採用し、人々の生活水準を改善し、備えを向
上させることは、このような状況にあっても脆弱性を低減させ

る成果をもたらすことができる。しかし、その見通しについて
は今のところ限定的であり、図 9.1 は、洪水に見舞われたり
死亡するリスクが、脆弱性の低下速度を上回っていることを示
している(UNISDR 2011)。 

アフリカ大陸の域外に起因する政策や慣行が、環境の変化を
もたらすことがある。食糧やバイオ燃料の世界的需要が上昇す
るにつれて、土地取得に対する域外からの投資が急激に増加し
た。アフリカにおけるそのような土地取得への投資は約 4,500
万ヘクタールを対象としており、世界での総計の 70％にあた
る(Deininger et al. 2009)。多くの場合、これらの投資は土地
資源や人々の生活に悪影響を及ぼしている(Cotula 2008)。域
外からの駆動要因（第 1 章）のその他の例は、気候変動および
廃棄物処理の慣行などで、それらが土地や水質に悪影響を及ぼ
し、その結果、人の健康や食糧安全保障にも影響を及ぼしてい
る。このため、様々な国の間、ならびに異なる大陸域の間でも、 
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女性が、洪水で橋が流されたスーダン南部の河川を横切って薪を運んでいる。 © Tim McKulka/UN Photo

政策を調和させることが優先事項となっている。 

過去 10 年にわたってアフリカが採用してきた発展の手法は、
特に、原油や採鉱部門において資源を採取すること、およびイ
ンフラを拡張させて、成長を確保することに主眼が置かれてき
た。戦略的で統合的な環境アセスメントや、強力な説明責任の
制度が欠落していたことが、環境劣化をもたらした。例えば、
意思決定システムでの説明責任が弱かったことが森林損失を
招いた(FAO 2010)。

 ガバナンスや制度上の取り決めが異なる一方で、諸国家の間
で共通するいくつかの難題があり、それらはアフリカ大陸域に
とって重大な問題である。国内および諸国家の間で、法律、価
値観、関心事が対立しているために、生態系を管理したり、干
ばつなどの共通の問題に対処するために不可欠な、協働するた
めの制度システムを開発する能力が阻害されている(Mohamed

-Katerere 2001)。時には、この国家間での相違が、土地や水
の公平な配分に関する争いなど、資源をめぐる紛争をもたらし
てきた(Mohamed-Katerere 2009; Ashton 2000)。利益が不
公正に分配されたり、自然資源の管理が損なわれることによっ
ても、社会-生態系のレジリエンス（強靱性）が低下し、一つ
のスフィア（圏）内での状況の悪化が別のスフィアに悪影響を
及ぼして、時には紛争を引き起こしてきた(Mohamed-
Katerere 2009)。土地保有制度が弱いこと、不十分な説明責
任、透明性の低さが、このような好ましくない現実を作り出し
ている。その上、環境を複合システムとして扱うのではなく、
一連の別々の資源として扱う各部門による計画の立て方が、さ
らに環境の管理をむしばんでいる。このようにガバナンスが雑
多で不十分な状況の中で、最も苦しむのは、たいてい脆弱なグ
ループだ(Jäger et al. 2007)。

政策についての評価 
 この節では、選定された政策オプションについて評価がな
されるが、多くの場合、それらの政策は一つのテーマの領域を
超えて互いにプラスの影響を強め合うことが示される。例えば、
より効果的な説明責任を果たす手段や、協働するための戦略を
開発することが、適応および緩和するための海洋管理区による
解決策、ならびに自然による解決策などの多様な政策において、
プラスの成果をもたらすことが示される。さらにこれらの政策
オプションは、上記の節で明らかにした、共通する一連の駆動
要因や圧力に対応している。表 9.2 は、政策オプションの相互
の結びつきを理解する上での手がかりを提供するとともに、社
会、生態、経済の各分野において政策オプションがもたらす恩
恵を示す。負担の増大と、資源の制約に直面しているアフリカ
の諸国家にとって、環境保全と開発のトレードオフを削減しな
がら、これらの分野の間での恩恵や相乗作用を最大限にするこ
とが持続可能となる軌道に乗るのに役立つだろう。 

 本評価は、政策を他地域でも実現させるためと、政策目標を
達成するための、諸条件について幅広い指標となる教訓を提供
する。成功には複数の要因が寄与するものなので、プラスの成
果が一つの任意の政策にだけ起因している場合は疑わしい。ま
た社会、環境、経済、政治の分野における政策の成果をモニタ
リングして追跡するシステムが貧弱であることは、その評価が
主として文献による検証や、事業経験の資料から定性的に分析
されたものに依存したものであることを意味している。選定さ
れた政策オプションのいくつかは実施の初期段階にあるため
に、限定的な影響しか示すことができていないけれども、現時
点での成果から見て、規模を拡大して政策が他地域でも実現さ
れる可能性はあると思われる。
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政策のテーマと目標

政策オプション
ヨハネスブルグ実施
計画(JPOI)(WSSD
2002)の第26節(c)

ヨハネスブルグ実施
計画(JPOI)(WSSD
2002)の第40節(ｂ)

生物多様性条約によ
るジャカルタマン
デート(CBD 1997)

国連気候変動枠組み条約
(UNFCCC 1992)の第3条
1～3項

国境をまたぐ
自然資源の管理

管理、財源、人的資源を
出し合うことによって
保全状況を改善する；
調和のとれたアプロー
チによって管理を改善
する。

水資源の公平な
配分を確保して、
資源をめぐる争
いを減少させる。

生業や経済的恩恵を受け
ることによって、資源の
劣化や減少につながるよ
うな使い方への依存が
減る。

分野を越えて調和さ
れた制度によって、
保全を維持しなが
ら漁場を確保する。

保全が促され、新たな
緩和策の機会を作り、
適応策に向けて環境資
源の有用性をより大き
くする。

海洋管理区 利用制度についての規則
を改善し、海洋ネット
ワークによって共同管
理を支援する。

繁殖地を保護して
魚種資源を改善する。
多様なニーズが保全と
調和される。

生態系のサービスと財
を改善して、適応策
と緩和策を支援する。

海洋汚染管理に
対する当大陸域
のアプローチ 

生態系の質とレジリエ
ンスを改善すること
で、生物多様性を増
強させる。

生態系を修復して、
社会および環境が享
受する恩恵が維持さ
れるよう助ける。

汚染を低減させること
によって、適応策を支
える生計のための資源
を確保する。

生態系サービス
に対する支払いと
生物多様性オフ
セット

オフセット（埋め合わ
せ）の林地を保全し、
保全の全体的見通しを
強化しながら地元の収
益を改善する。

水資源をもっと高く
評価して、湿地や集
水域を保護するイン
センティブにつなげ
る。

土地の社会的、生態
的、経済的な便益を改
善して、収入の機会を
多様化することで土地
への圧力を下げる。

炭素吸収源としての海
洋の価値と、海洋の観
光的価値を認識して、
沿岸生態系を保護す
るのに役立てる。

多様な炭素吸収源を確
保すると共に、生態系
サービスを増強して、
適応策と災害リスクの
低減を支援する。

森林減少・劣化
からの温室効果
ガス排出削減
(REDD+) 

森林生態系が復元され
維持されるにつれて、
生物多様性の保全が強
化される。

水集域を保護し、
また水質を維持し
改善する。

多様な収益の機会を
設けて、土地に対す
る圧力を下げる。

REDD+を拡張させる
（マングローブや海草
藻場を含める）こと
によって、漁場の回
復に導く。

収益を向上させかつ生態
系サービスを改善させ
て、適応策を支援する
と共に、緩和策が強化
される。

統合的沿岸管理 保全の改善を達成する。 塩水の侵入を低減す
る。

塩水の侵入を低減す
る。

沿岸生態系を復元する
と共に、漁場を好転さ
せる。

適応策のための生態系の
財やサービスの供給力
を向上させる。

持続可能な土地
管理 

保護区域外の生物多様性
を持続的に使用する。

利用可能な水をより
効率的に使用し、給
水源を保護し水質
を高める。

取水された水の使用効
率および雨水の使用
効率を高めること
で、土地生産性を改
善する。

農業汚染を減少させ
て、沿岸システムを
復元する。 

自然システムの保全とよ
り効率的に土地や水を
利用することによっ
て、適応策にとって価
値ある資源を確保する。

人権 資源管理者が、貴重な生
態系を、汚染や持続可
能でない利用から保護
する機会を高める。

水の安全保障を改
善し、より公平な
分配システムを
提供する。 

保有権およびその他
の権利によって、
生計の改善が支援さ
れるようにする。

市民が汚染源に対抗す
る行動を通して、
海洋資源を保護する。

地元参加型の
包括的な
アプローチ

地元および先住民の在来
知識によって、修復と保
全が後押しされ、また社
会的利益が向上して、長
期的な展望が促される。

土地圧力を減らし、
かつ生計を支えるさら
なる資源が利用可能
となり、長期的な展
望にたって、地元の
意思決定がなされる。

地元の生計を支援す
るために沿岸資源を
より効果的に使用
する。

地元の知識や視点に
よって解決策を明ら
かにすると共に、
適応策を強化する。

雨水活用 集水域が修復され、生態
系や生息地の回復が支援
される。

水の供給が改善さ
れると共に、水の
安全保障が強化
される。

土地生産性と食糧安全
保障が改善される。 

水を入手できるよう改善
されることで対処能力が
向上し、また地表流出水
が捕らえられるにつれ、
食糧リスクが低減される。

自然による解決
策を用いた気候
変動への適応策
と緩和策

修復する生態系が、野生
作物など、生物多様性の
回復を支援する。

マングローブを修復
して塩水の侵入を減
らすことで淡水を
確保する。

草地を修復して牧草地
と作物の生物多様性を
提供し、土地転用の可
能性を減少させる。

マングローブを修復
して沿岸システムや
漁場の回復につな
げる。

作物の生物多様性、牧草
地、漁場、その他の生態
系の財が適応策を支援
し、また生態系がより安
定するにつれ、リスクが
低減される。

ステークホル
ダーによる汚染
管理

汚染が削減されるにつ
れて、生物多様性が
回復する。

人の健康を改善し、
河川の健全性を修復
し、水資源が利用者
によってより良く
評価される。

汚染物質を削減する
とともに、沿岸や
海洋システムを回復
させる。

洪水リスクの低減と、
人の健康の改善が、
気候変動に対処する
ためのレジリエンス
や能力をもたらす。

表 9.2  政策オプション（選定された）を効果的に実施することによって互いに強化される成果

地元民の資源へのアクセ
スを確保することで、
地元のレジリエンスや
適応策を強化する。

生物多様性条約(CBD 
1992)の第10条
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Box 9.2 協働の水管理：セネガル川流域開発機構

出典: Usongo 2010; Breuer 2009

1974 年にセネガル川流域開発機構（OMVS：Organi
zation for the Development of the Senegal River Basin）
が、水配分とダムの管理原則に同意したマリ、モーリタニア、
セネガルによって、超国家的な機関として設立された(Varis
et al. 2006)。川岸の国々の水利権は、量的な需要にもとづ
くのではなく、締約国によって協定された航行、エネルギー、
灌漑という３部門からの需要にもとづいてなされている。

成功した計画は、セネガルやマリ、モーリタニアにおける
約 375,000 ヘクタールの灌漑、３か国への 200メガワット
の電力供給(Madamombe 2005)、多くの人々の生計を支え
るカイェスからサンルイまでの900kmにおよぶ河川の年間
を通しての航行を確保できたことなどだ。河口近くの海水を
防ぐ堰であるディアマ・ダムならびに洪水対策が、ダム近く
で氾濫原農業を営む農業経営者を支援している。さらに
OMVS は、紛争の可能性を減らし、流域の資源管理への投
資を増やす政治的地域的な協力体制の構築に寄与してきた。 

この成功にもかかわらず、OMVS の制度上の設定が複雑
であったため、必ずしも紛争に効果的に対処できるものには
なっていない(Varis et al. 2006)。さらに、OMVSと国家
の行動との調和が十分にとれておらず、流域管理に対する課
題が提示されている。

and Dabelko 2002)、そこに到達するのはやはり困難な挑戦
といえる(Ervin et al. 2010)。様々な諸国や社会の諸部門をま
とめる取り組みが、対立を生み、いくつかのコミュニティが疎
外されることもあり(Muboko 2011)、また大規模な取り組み
では、地元ユーザーが意思決定から締め出されたり、生計のた
めの貴重な資源を利用する機会が減らされるかもしれない
(Whande 2010)。また土地や資源への権利があやふやである
こと、ガバナンスの手続きの弱さ、利益や目標の対立によって、
越境アプローチの遂行が妨げられることもある(Katerere et 
al. 2001)。したがって、法律や政策が整備され調和している
ことが、必要不可欠である(Mohamed-Katerere 2001)。 

 自然資源の越境管理が急速に増加していることは、いくつか
の課題はあるものの、アフリカにおいて共有されている多様な
生態系を再現し管理していくうえで、この政策に高い潜在力が
あることを示している。例えば、アフリカの国々の 75％が海
岸沿いに位置し、河川流域の 70％が２ヶ国かそれ以上の国々
によって共有されていることを考えると、持続可能なアプロー
チのためには、協働可能なガバナンスが不可欠である。

海洋管理区 
海洋管理区（MMA：Marine managed areas）は、アフ

リカで適用されている一連のアプローチの中で不可欠であり、 

サンガ川流域の３か国保護地域（TNS：Sangha Tri-
National Landscape）は、ロベケ（カメルーン）、ヌアバ
レ＝ンドキ（コンゴ）、ザンガ＝ンドキ（中央アフリカ共和
国） という３つの国立公園からなり、452 万ヘクタールに
及ぶ。この区域には、伐採権のある地区、コミュニティの使
用ゾーン、狩猟区が含まれる。

 TNS の経済は木材や野生の肉、ヤシ酒、魚を採取し利用
することが基本で、それらによって先住民コミュニティが支
えられている。TNS の目標はこれらすべての利用が確実に
持続可能となるようにすることであるが、コミュニティがい
くらか分散しているため、この採取経済が地元民の社会経済
状況に及ぼしている実際の影響の数量化は容易ではない。 

 TNS における生物学的調査では、特に象や類人猿といっ
た絶滅危惧野生種の個体群数が健全であることが示されて
いる。また TNS の存在は種の移動パターンの健全性を維持
することにも役立っている。これまでの経験では、林業、先
住民の土地利用、狩猟に対して、国境を越えた法律の調和が
必要であることが分かっている。その区域の先住民コミュニ
ティに対して真の正当な補償を行うために、より多くの配慮
と分析が必要だ。

Box 9.1  サンガ川流域の３か国保護地域

境界をまたぐ自然資源管理 
境界をまたぐ環境や自然資源を管理するアプローチが、全

テーマ領域（表 9.2）において合意目標（表 9.1）を達成する
ことに寄与する。境界をまたぐかたちでの取り組みについて、
その着目点、構成、展開、領域にかなりの相違はあるものの、
アフリカの至る所に、多くの成功例がある(Huggins et al.
2006; Jones and Chonguica 2001; Wilkie et al. 2001)。

 これらのアプローチが成功したものには、生物多様性の損失
を最小限にするもの、統合的な土地管理や水管理を支援するも
の、地元の利益を増やすもの、地下水や地表水などの資源のよ
り公平で公正な配分に寄与するもの、気候の緩和策〘訳注：温
暖化対策には緩和策と適応策があり、緩和策はその原因物質で
ある温室効果ガスの排出量を削減する方策〙を強化し適応策
〘頁236〙に向けて資源の有用性を高めるものなどがある
（Box 9.1と9.2）（Dudley et al. 2010）。重要なことは、これら
の越境アプローチが多くの場合、対話の促進、ネットワークの
創設（海洋保護区など）、学びや知識の共有の奨励、などによ
って協力を強化して争いを減少させていることである(Abdu- 
lla et al. 2009; Huggins et al. 2006; Mohamed-Katerere 2001; 

Rodgers et al. 2001)。これは、経済協力や開発協力に必要な政
局の安定を生むのに役立っている。しかし多くの課題がある。 

 越境アプローチは、本質的に多くの主体（アクター）、懸案
事項、協議事項を伴う一連の複雑な作業である。対話を強化す
ることで、合意を形成することはできるが （Box 9.2）(Conca 
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Box 9.3 地中海の管理者ネットワーク

魚の乾燥。魚種資源を強化する政策の実施が成功したことに
よって、タンパク質を魚に依存している何百万ものアフリカの
人々の食糧安全保障が向上している。© Jacoline Schoonees

 海洋管理区を効果的なものにする生態系ネットワークの
設立には、科学者コミュニティ界だけでなく、政府や NGO
（非政府組織）からの強い献身的な関与とともに、多くの専
門分野に及ぶ複数のレベルのアプローチが必要となる。アフ
リカ北部では、越境する環境政策の取り組みが、ガバナンス
や法的な諸問題のために阻まれていたが(Abdulla et al.
2008)、国際協力プラットフォームによって、生態系の保全
目標を達成するための意義ある機会が提供されるようにな
っている。地中海において、UNEP と WWF（世界自然保
護基金）が MedPAN（Mediterranean Protected Areas
Network）を創設するために提携している。MedPAN は、
海洋保護区の管理者ネットワークであり、40 を超える海洋
管理区をつなげて、それらの管理区が、多くの調整された共
通の取り組みに従事できるよう支援している (MedPAN
2011)。そのネットワークは、民間機関や地方行政機関が効
率的な方法でサービスを提供するためのツールであり、中立
のプラットフォームである。この提携は、知識を移行させる
こと、また管理能力、データ収集、モニタリングや評価を向
上させることに、成功した。このことは最終的には、海洋資
源の保全に関して意思決定者に影響を及ぼすことができる
専門家たちからの支持を構築するのに役立つ、ボトムアップ
のアプローチを支える。

海の目標達成に直接寄与し、またそれによって沿岸の生態系や
環境サービスが確保されることで、生物多様性や気候変動の目
標達成にも寄与している。 

 海洋管理区は、多くの場合、多目的エリアに加えて、厳格に
保護される禁漁区またはその他の海洋保護区を含んでいるが、
その目的は、生物多様性の保全以外に、広範囲での国家の発展
や経済的目標を補っている。これらの目標には、食糧安全保障
の改善、より良い生活、効果的なガバナンス、持続する経済成
長などがある。海洋管理区は、漁場管理や水質管理などの他の
規制政策も補う。例えば、南アフリカの東海岸沖の海洋管理区
では５年のローテーションでカキを捕獲するようにしたこと
が、休漁中の年にカキの個体群数を急速に回復させることに貢
献している(de Bruyn et al. 2009)。 

 海洋保護の向上は、多くの場合、海洋保護区（MPA：marine 
protected areas）の設立に依存してきたが、多くの課題に直
面している。ガバナンスの不均衡、制度面での能力、富の配分、
社会資本、生態学的なデータの利用可能性が、海洋保護区の設
立とその有効性のいずれにも影響を与えうる (Abdulla et al. 
2009, 2008)。場合によって、海洋保護区は、悪影響を被る社
会分野から反対される。例えば観光事業者たちは、新たな規制
によって必要とされるライセンス料、保護服、保険や設備を受
け入れる余裕がなかったので、ケニアでの海洋保護区の設立に
抵抗した(Weru 2004)。また従来の漁業水域から締め出され
る地元漁師も保護区の設置計画に反対するかもしれない
(Apostolaki et al. 2002)。さらに多くの国は、管轄区圏内に
広がるすべての海洋生息地の、総合的な調査を遂行する予算の
余裕がないために、海洋保護区の認定や開発が難しい。結果と

して、それらの海洋保護区は、たいてい区域が小さく、かつ間
隔が離れすぎることになり、生態学的に存立できているとは言
い難い (Abdulla et al. 2009)。 

一方、海洋管理区を設立する場合は、そこには多角経営ゾー
ンや保護禁漁区が含まれるので、海洋保護区の効果的な代替に
なり得る。そのような禁漁区の設計に必要な情報は、伝統的な
知識への総合的な調査と組み合わせた、いくつかの代表的な漁
場での厳格な数量調査を通して、得ることができる(Johannes
1998)。ところがいったん指定されると、海洋管理区の多くで、
規制を適切に実施するために必要となる人材の不足に直面す
る。しかしそういう場合でも、地域コミュニティを監視役とし
て登用するなどの、代替となる実施アプローチを用いることが
できる(Andrews 1998)。海洋管理区のさらなる利点は、どの
ような持続不可能な利用でも、完全に保護される禁漁区に置き
換えられることで、制御できることだ。しかしそういった持続
不可能な利用は、公海といった国々の法的管轄権を超えた海域
で発生する可能性があり、国々は単独ではこれに対処できない
かもしれない。これらのことはすべて、より協働的でかつ国境
を越えるアプローチが必要であることを示唆している。その例
として、アフリカで最も広い海洋管理区のネットワークがあり、
それはアフリカ西部のカボベルデ、ガンビア、ギニア、ギニア
ビサウ、モーリタニア、セネガルの６か国 23 か所に拡がって
いて、海洋生態系やその生物資源に、漁業や観光や石油ガス開
発が悪影響を及ぼさないよう確保することに相当な成功を治
めている(Karibuhoye 2008)。
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アフリカの海岸線は 45,649km であり (Vafeidis et al.
2005)、アフリカ本土 48 か国のうちの 33 か国と、6 つの島国
が海岸線を有しており、海洋管理の強化の重要性を示している。
海洋管理区の規模を拡げること、およびそれらのネットワーク
をつくることは、可能な範囲で海洋管理区を単一の独立したも
のとして設立してきた従来のアプローチを越える一歩である。
個々の海洋管理区が、ネットワークで相互に接続され、かつ相
互に依存することで、全体としての脆弱性が減少して、互いに
完全な状態になるようプラスにはたらく。海洋の食物網は個々
の海域の境界を越えて拡がっているので、漁師たちは、季節に
応じて、異なる魚種および地理的に異なる海域に依存している。
カリスマ性のある魚種が生息する遊漁可能な海洋管理区から
の観光収入を、現在の市場原理を通して容易には価値を見い出
せない、より遠方の海域の維持管理費を補うのに役立てること
もできる。多くの生物物理的および社会経済的な接合部は、国
境と重なり合っているので、広域で協力することによって国益
が促進される。現時点で管理区にされていない海域は、より大
きな管理海域の枠組みの中で、優先的に着目されるべき価値が
ある (Abdulla et al. 2009)。範囲が最小で、緊急に管理が必
要とされる海域であったアフリカ北部（地中海）、北東アフリ
カ（紅海）、ギニア湾、南アフリカにおいて、大陸域の海洋保
護計画の一環として、海洋管理区のネットワークが形成された
ことは、いくつかの初期の成功をもたらした（Box 9.3）。

海洋汚染管理に対するアプローチ 
自主規制、国家による強制管理、協働管理を組み合わせたア

フリカ地域におけるアプローチは、多様な駆動要因や様々な規
模の海洋汚染への対処に効果があり、海に対して選定された目
標の達成に有効である。海洋汚染を低減することは生物多様性
と気候変動の目標にも寄与する（表 9.2）。

 海岸沿いに都市が発展したことが、海洋環境に流入する、家
庭廃水、産業廃棄物、雨水流出、農業や採鉱からの浸出水、汚
染地下水の漏出、産業や車の排ガス、をもたらしている。例え
ば海岸沿いの都市であるガーナのアクラ、カメルーンのドゥア
ーラ、ナイジェリアのラゴスとポートハーコート、アンゴラの
ルアンダはすべて、産業からの汚染物質によって悪影響を受け
ていてる(Ibe and Sherman 2002)。海上輸送に起因する原油
の流出や排出は、管理や規制に大きな問題があることを示して
いて、特にリビアやナイジェリアなどの産油国では問題が深刻
だ(Golik et al. 1988)。とりわけ沖合での原油探査が (GEF et
al. 2006)、海への投棄、事故や故意による原油流出、エンジ
ンからの漏れや騒音、による汚染をもたらしている(Abdulla
and Linden 2008)。 

アフリカにおける海洋汚染に関する包括的な条約によって、
主要な４地域のアフリカの沿岸水域が統治されている。西部及
び中央アフリカ地域の海洋と沿岸環境の保護及び開発の協力
条約（アビジャン条約：Abidjan Convention）、紅海及びア
デン湾の環境保全の地域条約（ジェッダ条約：Jeddah Conven- 

tion）、ならびにそれらの関連する議定書が、利用頻度の高い
海域に対して重要な制御メカニズムを提供すると共に、自主規
制のアプローチを採用している。自主規制の利点としては、対
応が速く、柔軟で、市場環境に敏感であることを挙げることが
できる(Osborn and Datta 2006)。その主な欠点は、汚染を
規制する責任が産業界側に過重となり(Buckley 1994)、規制
のインセンティブが不十分になるかもしれないことである。ギ
ニア海流の大規模海洋生態系計画の下で始められた廃棄物交
換プログラムは、廃棄物の削減と生態系の回復を支援し効果を
あげてきた (Ukwe and Ibe 2010)。ガーナではこのプログラ
ムによって、一つの産業からの廃棄物を、別の産業の原材料と
して活用することに着目している。

 現場での進展は限定的だが、港の廃棄物受入設備の容量を増
大させる行動計画が広域に展開されている。例えば、ベンゲラ
海流の大規模海洋生態系計画は、ベンゲラ海流の流域およびギ
ニア海流の流域の港の間で設備を共有するよう促進しており、
廃棄物受入設備の容量、技術トレーニングの必要性、地域が必
要とする容量、について評価してきた。これは、「1973 年の船
舶による汚染の防止のための国際条約に関する1978年の議定
書」（マルポール 73/78 条約）に係る事項として実施された
(Awad 2008)。この一連の行為によって、鍵となる地域のス
テークホルダーの関与が増し、条約のいくつかの運用に関する
重要な分野で進展が見られた。西部・中央アフリカ港湾管理協
会は、海洋汚染防止の順守を取り入れ、港湾および産業界の提
携企業からの一層の投資を要請している。技術的な管理能力が
不足していることへの対処については、国際海洋研究所南部ア
フリカ支部（IOI-SA）によって、アフリカ西部諸国を対象に
した地域トレーニングを通して、取り組まれている。さらに、
大規模海洋生態系計画、港湾管理協会、地域条約、からなる既
存のネットワークが、このモデルが他地域でも実現されるよう、
有利な状況を提供している。税にもとづく政策によって、環境
に被害を与えている企業の責任を重くすることで、このアプロ
ーチを補強することができる。ただし、その税にもとづく政策
が十分に懲罰的でないなら、汚染の権利を与えることになりか
ねないという、その政策に反対する議論はある。また人権につ
いての政策オプションに関する訴訟である、ニジェール・デル
タでのオゴニ先住民による訴訟が示すように、市民が裁判所で
訴訟を起こす権利を持つ場合には、市民が企業のあり方をチェ
ックする重要な機能を果たすことが可能である。このことは、
次に、環境性能を改善しようというインセンティブをもたらす。 

 地域条約およびそれらの議定書は、様々な海洋汚染問題に対
処するために、比較的包括的な内容となっているが、いくつか
の国においては、これらの条約や議定書が履行されないために、
かなりのリスクが残っている。しかし「アフリカ東部地域の海
洋および沿岸環境の保護と管理と開発に関する条約（ナイロビ
条約：Nairobi Convention）」の下での開発によって実証さ
れたように、成功例は存在する (Box 9.4)。 
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 出典: Ambatovy Project 2009; Republic of Madagascar 2006

Box 9.5 マダガスカルにおけるアンバトビーのビジ
ネスと生物多様性オフセットプログラム（BBOP）

出典: Jackson 2011

Box 9.4 西インド洋で成功した汚染管理

「アフリカ東部地域の海洋および沿岸環境の保護と管理と
開発に関する条約（ナイロビ条約）」(UNEP 1985)は、アフ
リカ東部とその領域の島国を含む、西インド洋での海洋汚染
管理プロジェクトを開発して実施することに役立った。

この条約によって提供された運用プラットフォームが、政
策と管理の枠組みを開発する世界的な投資を呼び込み、イン
ド洋での海洋汚染管理という政策への着手と、その実施を成
功させた主要な力となった。この海洋汚染管理で重要なその
他の特記すべきことは、ナイロビにある IMO地域事務所と、
アグルハス海流の大規模海洋生態系プロジェクトと、ソマリ
海流の大規模海洋生態系プロジェクトの存在であり、それら
が、国の危機管理や行動計画を開発する際の支援などの付加
的な技術サポートを提供している。

プロジェクトの開発や実施が、上記条約の成功を下から支
えている。例えば、インド洋委員会と南アフリカ海上保安局
を通して、世界銀行と GEF の資金援助で実施されている、
西インド洋ハイウェイ開発や、沿岸海洋汚染防止プロジェク
トは、次の目標を持つ。
領域内の船を誘導したり監視するための電子的に支援さ
れる海洋ハイウェイシステムの開発
船舶安全検査に関するインド洋覚書の一層の拡張と実施
沿岸脆弱性地図の製作や油流出対策を進める能力の構築

現在の海洋汚染管理プロジェクトの成功には、共同草案さ
れた、地域での不測の事態への対応策の開発が含まれる。海
洋汚染への準備及び対応のための地域調整センターが、この
対応策を実施する事務局になると想定されている。

 生物多様性オフセット〘BBOP：生物多様性の損失を測定
可能な方法で埋め合わせることによって生物多様性にプラ
スとなるようにする保全活動〙が、優先的プロジェクトとし
てマダガスカル行動計画 2007～2012 に含まれている。

アンバトビー採鉱プロジェクトは、2004 年に BBOP を採
用した。それには、採鉱現場から離れた絶滅が危惧される埋
め合わせ用の森林 11,600 ヘクタールと、採鉱現場周辺の保
全される森林 4,900 ヘクタールと、東部に残される熱帯雨林
との接続を確保するための森林コリドー（回廊）が含まれる。
隣接するラームサール湿地や森林再生に対しても支援がな
される。BBOP の一連の作業が、アンバトビー採鉱プロジェ
クトを、地元と地域、そして国家の計画へと統合させていっ
た。能力を構築するための支援が、他地域でも当プロジェク
トを実現させる潜在性を強化した。

しかしプロジェクトは多くの課題に直面した。農地の拡張
や環境を劣化させる活動を行わないという地元コミュニテ
ィとの協定が、2006 年以降に破られた。このことは、生計
の機会が失われる場合の合意形成の難しさを示している。要
求を確認する第三者による仕組みが開発されれば、トレード
オフを行う際の公平性と公正さを確保できるかもしれない。
成功に向けたその他の障害は、埋め合わせに用いられるサイ
トとして、同様の環境特性と同等の生物多様性とを合わせ持
つサイトを特定することの難しさに関係している。

払いなど、アフリカでの生態系サービスに対する支払い（PES）
の品ぞろえを増やすことは、自然と人々の両方に恩恵を与える
(Stanton et al. 2010)。生物多様性オフセット・プログラムが
ガーナやギニア、マダガスカル、南アフリカで採用されてきた
(Madsen et al. 2010)。また生態系サービスに対する支払いや
オフセットのアプローチは、エコ表示やコミュニティによる観
光事業を支援したり、森林やマングローブ、サンゴ礁などの壊
れやすい価値ある生息地を保護したり（Box 9.5）(Swallow et 
al. 2009)、炭素隔離（REDD+）のためにも使用されてきた。 

 これらのアプローチによって、いくつかプラスの成果は出て
いるが、依然として成功を妨げる障壁は残っている(Wunder 
2008; Landell-Mills and Porras 2002)。地元コミュニティ
のための機会が制限され続けていて、例えば、収入の低いコミ
ュニティが生物多様性を補填する競争力のある供給者であっ
たとしても、生物多様性オフセットを供給しているのは大地主
であったり企業がほとんどである（Box 9.5）(Milder et al. 
2010)。コミュニティの交渉能力が弱いために、コミュニティ
の住人が交渉に参加して、機会費用を超える生計の利益を確保
することは難しい(Swallow et al. 2009; Wunder 2005)。 

既存の、国際海事機関（IMO）のアフリカ西部および東部
地域事務所、様々な地域条約、地域海および大規模海洋生態系
計画、で構成されるネットワークがあり、海洋汚染に対処する
ための適切な政策プラットフォームが整っていることは明ら
かである。しかし、これらの海域への投資を優先させて、既存
の政策を履行していく能力が不足し、また設備や技術トレーニ
ング、制度的支援についての管理能力も不足している。

生態系サービスに対する支払い （PES） と 
生物多様性オフセット 
 生態系サービスに対する支配い（PES）や生物多様性オフセ
ットといった斬新な仕組みは、環境を管理する者たちが価値あ
る環境サービスを維持し回復させることに対して、その者たち
に勇気と補償、報酬を与えることによって、すべての選定され
た目標（表 9.1）の達成に寄与する(Swallow et al. 2009)。 

アフリカの東部および南部での流域のサービスに対する支
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出典: Grace et al. 2010

Box 9.6 モザンビーク： 自主的な炭素クレジット
の市場実験プロジェクト

表表 9.3  次の20年間で開発途上国において生態系サービスに対する支払い（PES）から利益を得るであ
ろう低所得世帯の推定数

生態系サービス 
買い手

公的部門 民間、 
調整された 

民間、 
自発的な

エコ認証された
産物の消費者

受益者の総数 

生物多様性の保全 何十万 何百万 何十万 何百万 10～15 百万

流域の保護 何千万 何十万 何十万 十万未満 80～100 百万

炭素隔離 十万未満 何千万 何百万 十万未満 25～50 百万

景観美またはレクリエーション 何十万 少数のみ 何百万 十万未満 5～8 百万

出典: Milder et al. 2010

モザンビークのソファラ州で2003年に創設された自主的
な炭素クレジットの実験プロジェクトは、今も内戦の影響に
苦しんでいるその地域の貧困を緩和するのに役立った。

2009 年の終わりまでに、自給農業、材木の収集、狩猟に
依存している 1,510 名の農民がプロジェクトに参加した。
2003～2009 年の間に、二酸化炭素（CO2）のトン当たり
9.0 USドルという平均価格で156,000トンに相当する合計
130万 US ドルの炭素クレジットが販売された。農民が収益
の 3分の 1を受け取り、開始企業が 3分の 1、地元の非営利
法人がプロジェクトの監視と評価のために3分の1を受け取
った。そのプロジェクトは地元の雇用を 8.6％から 32％に増
大させ、また、商品作物を作る世帯がこれまでの 23％から
73％になった。読み書き能力のかなりの向上、また仕事の道
徳規範や技術に関する進展が見られた。

主な問題は、基準の設定、炭素貯留量の増加の算定など、
炭素隔離の測定と評価を中心にして起こった。既存の人工衛
星のデータでは不十分であることが分かり、またコミュニテ
ィの管理やガバナンスが、さらなる問題を招いた。炭素隔離
に要した費用が比較的高くなったことと、全てのクレジット
を販売するだけの能力が無かったために、収益が二酸化炭素 
1 トン当たり 3.4 US ドルに減った。

アフリカではこのようなアプローチを開発するにあたって、
他の地域よりも遅れを取っているが、アフリカには生態系サー
ビスに対する支払いを拡大していく大きな潜在力がある（表 
9.3）(Dillaha et al. 2007)。例えば、世界のカーボンオフセ
ット市場で、アフリカが過去数年において高い成長傾向を示し
てはいるけれども、2011 年にアフリカは世界の排出量削減プ
ロジェクトのまだ３％未満しか占めていない(UNEP Risoe
Centre 2011)。PES の拡大を可能にする要素は、次のような
一連の原則に同意することであり、それは、買い手と売り手の
認証や能力構築などの法的枠組みの強化、小規模な事業者に対
して土地の保有や使用権あるいは土地にアクセスする権利や
共同管理の権限を許可して参加を促すこと、短期的利益ではな
く長期的な生業資産に注目すること、汚職や「利潤の追求」を

2011)、REDD+と同等のものが海の目標や土地の目標（表 
9.2）を実現することに役立つかもしれない。 

REDD+はその準備段階にあり、炭素隔離プロジェクトだけ
でなく、いくつかの準備活動や実験プロジェクト、二国間での
取り組みがあり、それらから教訓を蓄積していくことができる。
事前の資料から見て、気候緩和や環境への恩恵とともに、主と
して副収入を通して人々に対する恩恵ももたらすことが示唆
される（Box 9.6）(Bond et al. 2010; Madeira 2009)。 

減らすこと、より透明性のある事業の枠組みを創設すること、
二国間および多国間で知識を共有する取り組みを促進するこ
となどである(Milder et al. 2010; Swallow et al. 2009;
Wunder 2005)。

森林減少・劣化からの温室効果ガス排出
削減（REDD） 
 「森林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減（REDD）」
に、森林保全、森林の持続可能な管理、森林の炭素貯蔵の増強
を加えたものが、REDD+であるが、国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）の下で現在協議されている「生態系サービスに
対する支払い（PES）」の一つである。REDD+の実施準備を
している国々を支援する様々な多国間の作業が進行中である。 

 正しいセーフガード（予防措置）を備えることで、REDD+
は炭素隔離（気候変動に対する目標）を通して気候緩和を支援
することができ、かつ生計の改善をもたらすかもしれない重要
な社会的環境的な側面にも対処できる可能性がある。また構想
次第で、REDD+の取り組みは、森林の増強によって生物多様
性や淡水に関する目標を達成することや、また土地劣化を引き
起こす活動への経済的依存を減らして土地に関する目標を達
成することに、新たなインセンティブを提供できるかもしれな
い。さらに現在の重点項目が陸域の森林という枠を越えてマン
グローブを含めるように拡張されるならば(Crooks et al. 
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表表 9.4 選定された地域アプローチ

協定 アフリカの地域 重要な特徴

バルセロナ条約の統合的沿岸管理
の議定書(UNEP 1976)

アフリカ北部 締約国は、国と地域の政策に統合的沿岸管理を導入し、地域と国
の行動計画を採用することを約束した。

ナイロビ条約(UNEP 1985) アフリカ東部およびインド洋
の島国

国のアプローチが、沿岸資源の持続可能な使用を通して沿岸
コミュニティの経済成長を確保する (World Bank 2011;
Gustavson et al. 2008)。

インド洋に面する国々による地域の沿
岸管理プログラム(ReCoMaP)

アフリカ東部およびインド洋
の島国

統合管理の原理が国の政策や慣行に適用されるように７か国に援助を
提供して、沿岸に住む人々の貧困を削減する(ReCoMaP 2011)。

アクラ宣言(1998) アフリカ南部と西部 水質汚濁防止と生物多様性の保護政策が、ギニア湾大規模海洋
生態系プロジェクトに組み入れられた。

出典: Milder et al. 2010

アフリカの乾燥地域の森林のほとんどが、いまだREDD+に組み入
れられていない。 © Yemi Katerere

 炭素隔離プロジェクトから初期に得られた教訓では、もし
REDD+の直面しているいくつかの課題〘訳注：炭素貯留量の
増加の算定など〙が解決されなければ、市場に基づくアプロー
チ〘訳注：炭素クレジットなど〙がプラスの成果を達成できな
いか、世界の排出量を増加させることさえ、あるかもしれない
ことが示唆されている(Davis 2011; Horta 2009)。

 REDD+が成功するには、「生態系サービスに対する支払い
（PES）」の政策オプションの項で特定した、PES の拡大を可
能にする要素に対処する必要があると同時に、以下のことも確
保しなければならない。 
・収益がこれまでの農業や薪市場から得られていた状況を超

えること(Bond et al. 2010)
・公平な利益配分を促進し、争いの危険性を減らし、かつ森

林の転換を防ぐ、しっかりとした炭素権が採用されるよう
にすること(Makhado et al. 2011)

・十分な説明を事前に受けたうえで自由意思にもとづく同意
を得るやり方など、法的強制力のある社会的および環境的
なセーフガード（予防措置）が、悪影響を低減させるため
に効果的にはたらいていること

・排出量に関する正確な測定、モニタリング、報告を行うシ
ステム(Makhado et al. 2011) が実施されること

・実施費用の削減がなされること
・部門間での効果的な協力が確立されること。

 潜在的に REDD+が持つ重大な欠点は、一般に熱帯乾燥地帯
にある広大な面積の疎林（木がまばらな林）が、現在の
UNFCCC による森林の定義に含まれていないことであり、そ
のために、例えば著しい森林減少が起こっているアフリカ東部
や南部の大半で大きな炭素貯蔵が見落とされている(FAO 
2011)。これら乾燥地帯の森林や森林地を含めることが、ポス
ト京都議定書と目される REDD+の仕組みの妥当性や効果を
拡げるだろう(Hansen et al. 2010)。

 沿岸系(Crooks et al. 2011)や土壌中にも、かなりの炭素貯
蔵が保持されているので、管理および融資を強化する官民が連
携して、炭素クレジットの枠組みを、新たな海洋保護区の設計
の中に組み入れることができるかもしれない。沿岸地帯では、
それらの投資が自然災害による危険にさらされるかもしれな
いので、REDD+の取り組みを実施するコミュニティや組織の
置かれている特殊な状況への対処も重要である。REDD+にと
ってのさらなる問題は、気候変動を緩和させる活動が、適応策
や開発と十分に統合されていないことである。このことは、ア
フリカの貧困、および気候変動に対する脆弱性が高いレベルに
達していることを考えると、特に大きな問題である。

統合的沿岸管理 
 統合的沿岸管理（ICZM：Integrated coastal zone mana- 
gement）は、人と生態系との間、およびそれらの内部での複
雑で非線形な相互作用、ならびに時間的空間的な領域にまたが
る相互作用、を考慮した管理の枠組みを提供するので、結果と
して、すべての生態系の一貫した管理に向けて重要な一歩を踏
み出すことになる。統合的沿岸管理は、経済発展と環境保護の
バランスをとる目的とともに、陸と海の接合部分を優先するこ
とで、結果的に選定された５つの目標すべてに寄与する（表 
9.1 と 9.2）。 

 統合的沿岸管理を採用しているアフリカの沿岸国の数は、
1993年の 5か国から 2000年の 13か国まで増加したが(Gus- 
tavson et al. 2008)、これは地域協定によって統合的管理に向
けた具体的な取り組みがなされたことによる（表 9.4）。 
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統合的沿岸管理に対する行動や取り組みは進展しつつあ
るけれども、多様な制度上の課題が存続している。マダガス
カル南西部のトリアリ地域では、さまざまな人間活動に起因
する環境問題が深刻である。それらの問題は、統合的沿岸管
理を用いることで緩和されてきているが、地域での調整不足
のために、より大きく成功することにはつながっていない
(Bille and Rochette 2010; Bille 2008)。具体的な課題は、
作業の計画や手順が明確に定義されていなかったり、定期的
な調整会議が不足していることと関係がある。

他方、アルジェリアやエジプト、モロッコ、チュニジアに
おけるプロジェクトなど、地中海の沿岸管理プログラム
（CAMP）では、さまざまなスケールで、統合的沿岸管理の
原理が適用されている。これには、地元レベルでの関与、国
や地域レベルでの政策や戦略の統合、「地中海の海洋環境と
沿岸地域の保護に関する条約 (バルセロナ条約）」との連携
や交流を通しての、幅広い国際的な地中海沿岸レベルでの関
与、などが含まれる。問題は、継続的に資金を支援する取り
組みが不十分であることなどであり、その不足のために、多
くのプロジェクトが止まり、市民参加が不十分で、プロジェ
クトの見通しが悪くなり、国の適切な法的枠組みが欠如する
という結果になっている(Gonz lez Riancho et al. 2009;
SMAP III 2009)。

ブルキナファソでは、テロワール管理（Gestion des Terr
oirs）というアプローチによって、コミュニティ参加型の土地
管理が進められ、環境劣化や土地保全について認識されるよう
になり、地方自治体が自然資源管理の新たな規則を整備するよ
う支援され、持続可能な土地管理を採用するよう促される。持
続可能な土地管理には、土壌肥沃度の管理、複合農業、有機肥
料やその他の農業用投入物の使用、水や土壌の保全技術などが
含まれる。土壌の回復や施肥の伝統的な手法には、ディゲット
（diguettes）と呼ばれる斜面の等高線に沿って石を並べる石
堤を用いるものや有機農法などがある。データによれば、持続

可能な土地管理に投資せずに、肥料などの農業用投入物を使用
することは、たいていの場合、非能率的かつ非経済的であるこ
とが示され、農業生産と持続可能な土地管理とがより強く結び
つけられる必要があるということが示唆される。

する触媒作用が起こり得る。

Box 9.8 ブルキナファソとエチオピアでの持続可能な土地管理

Box 9.7 地域や国のレベルでの行動と取り組み

 国連砂漠化対処条約（UNCCD）という国際的な制度のもと
で行われたブルキナファソやエチオピアでの経験によれば、小
規模な投資や、農場やコミュニティでの慣行の改善が、国の持
続可能な土地管理プログラムへ規模拡大するための基盤を形
成できることが示されている。 

 持続可能な土地管理のためのエチオピアの戦略的な投資の
枠組みは、最優良事例（ベストプラクティス）にもとづいて、
そういった活動の規模を拡大していく戦略を示している。国家
の持続可能な土地管理のプラットフォームが設置され、地域レ
ベルで実現されていくだろう。そのプログラムは、参加型の流
域管理モデルに基づいて、５年間で 8 地域の 177 流域をカバ
ーする予定である。水の入手や食糧生産の改善に沿って、構想
や優先順位の設定に地元が関与することによって、農家がお互
いから学習することで、現存の持続可能な土地管理技術が普及

統合的沿岸管理は、分野横断的なアプローチとして、全レベ
ルのガバナンスを関与させ、全てのステークホルダーに関わる
よう働きかける(Hewawasam 2000; Post and Lundin 1996)。
このことは、アフリカ東部沿岸管理事務局によるアフリカ東部

の沿岸国に対する運用においてよく示されていて、アフリカ南
部においてもそうだ(DEAT 2011; MCM /DEAT 2000)。成
功するには、地域や国のレベルでの行動と取り組みが必要だ
（Box 9.7）。 

 バルセロナ条約の統合的沿岸管理の協定は、空間プラニング
（spatial planning）の手法を用いることで、大幅に強化で
きるかもしれないことが経験上分かっている。空間プラニング
の手法は数十年間にわたり陸域で使用されてきたが、最近にな
ってようやく海洋コミュニティによってより広く採用される
ようになった。リモートセンシング、地理情報システム（GIS）、
空間モデリングなどの新技術は、人と環境が相互作用している
諸モデルにおいて自然の空間構成を再現する驚異的な能力を
提供し、また海洋を利用するための青写真を作る戦略的意思決
定のプロセスを支援する。これらの技術が持つ鍵となる強みは、
これらの技術によって、自然資源に対する競合するもっともな
需要が存在していること、生態系に基づく管理を行う解決策が
地元コミュニティの能力の範囲内で運用されなければならな
いことが、はっきりと捉えられることだ。その結果、この空間
プラニングの手法によって、社会-生態系の保全に向けた公平
で実現可能な解決策の開発が促進される(Bode et al. 2008)。 

持続可能な土地管理 
 持続可能な土地管理は、社会的、かつ経済的な価値を組み込
みながら、水の管理と土地の管理を強化することができる。結
果として、淡水と土地の目標達成を支え、生物多様性や海、気
候変動の目標に寄与する（表 9.1 と 9.2）。 

 このアプローチの一例として、土壌劣化に対処するテラフリ
カ（TerrAfrica）の取り組みがある。協議し行動するためのこ
の多参画型の連携プラットフォームには、政府間組織や市民社 
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モザンビークにおける 1997 年土地法は、個人および共同
での土地保有を認め、アフリカの慣習法を受け入れている。
地元当局はその土地法によって、土地使用権の境界確定や配
分、紛争の解決、資源管理を統制している(Kanji et al. 2006;
Burr 2005)。またその土地法は、女性の権利をはじめとす
る、さまざまな人権、未開墾の原野に対する慣習的な土地権
利の請求や通行権、国内避難民の権利を保護している。これ
らはすべて国際法における権利と整合している。またその土
地法は、コミュニティが話し合ったり交渉する力を高める。
例えば、外部の投資家が慣習地の借地権を得るためには、慣
習的な権限をもつ者と交渉することが求められる(CTC
2003; Norfolk and Liversage 2001)。しかし、そのような
話し合いはコミュニティにとって容易なことではなく、政治
家やその他の有力な人々によって巧みに操作される傾向が
ある(Brown 2003; Hanlon 2002)。いくつかの事例では、
コミュニティが土地法の条項を十分に知っていない。さらな
る問題は、法律を執行する責任がある政府の役人が、多くの
場合、権利に関しても、権利を保障する手順に関しても、ほ
とんど知らないことである(Serra and Tanner 2008)。

Box 9.9 モザンビークでの土地権利に関する課題

会団体が含まれる。テラフリカはブルキナファソやガーナ、ナ
ミビア、ウガンダの各政府と連携して国レベルのアプローチを
支援する。持続可能な土地管理についての協議がエリトリアや
ガンビア、マラウイ、マリ、ニジェール、ナイジェリア、セネ
ガルなどいくつかの国で始められた。ブルキナファソやエチオ
ピア、ガーナ、モザンビーク、ウガンダなどでのテラフリカの
成功は、統合的な住民参加型の土地管理アプローチが他の国々
でも実現される可能性が高いことを示唆している（Box 9.8）。

テラフリカは、持続可能な土地管理の一環として気候変動に
取り組むことが、適応策を確かなものにするとともに、気候に
関連する土地変化に対処するうえで不可欠であるとの認識の
もと(Pender et al. 2009) 、2009 年に対処すべき優先項目の
中核に気候変動を位置づけた。適応策には、雨水の有効活用や、
生態系の復元といった自然による解決策など、気候変動に対す
る農家の対応が含まれている（表 9.2）(Below et al. 2010)。 

 持続可能な土地管理のアプローチは、高レベルの政治的支援
がある地域で、かつそれらが地元の知識や慣習に基づいている
場合には、とてもうまくいくことがある。このことは、有効な
ステークホルダーの連合やプラットフォームの創設に寄与し、
また知識の開発や管理、普及を向上させ、さらに持続可能な管
理活動に必要な投資を効果的に調達するのに役立つ。

 持続可能な土地管理を確立するうえで長期の問題は、土地保
有の不安定さだ。多くの政府が土地保有制度の改革を通してこ
れを是正しつつあり、例えば、これまでの政策では作物を栽培 

する農業従事者を優遇していたが、ニジェールの農村法（Rural 
Code）では、牧畜を保護して復興させる枠組みを制定してい
る(Jamart 2011)。その農村法は、牧畜区域の保全を促進し、
1993 年以降、牧畜業者が水と牧草地を求めて家畜を移動させ
る権利など、区域を共同使用する権利の保護を促している
(Jamart 2011)。2010 年、その農村法は未解決で曖昧な部分
に対処するために改正された。例えば、農村法はすべてのステ
ークホルダーが参加する代表機関として土地委員会を設立し
たが、人々はまだ、どんな土地問題を解決するにも、まず最初
に宗教的なリーダーあるいは、慣習的なリーダーに頼っている
のが実状である。残されている問題は、農民が人口圧力で北へ
移住すると、牧畜区域が耕作地によって侵食されることになる
が、それを止めることである。 

モザンビークにおける経験（Box 9.9）は、持続可能な土地
管理や土地制度を他地域で実現する際には、コミュニティへの
権限付与と、国家の実施機関のもつ能力に対して、特に多くの
注意が払われなければならないことを示している。アフリカ中
の土地利用システムに類似性があるならば、これらのアプロー
チはその他の国々でも実現できるかもしれない。

人権 
 人権を取り入れた政策アプローチは、選定された淡水の目標
に寄与し（Box 9.10）、また地元の土地制度についてより良い
認識を得させることによって土地の目標に寄与し（Box 9.9）、
またその環境に悪影響を及ぼす決定をした意思決定者に責任
を課すことによって生物多様性や海の目標に寄与する。重要な
ことは、これらの人権のアプローチが、環境に恩恵をもたらす
とともに、ミレニアム開発目標（MDGs）〘訳注：MDGs は 
2016 年から SDGs に統合された〙の達成に役立つということ
である(Campese et al. 2009)。逆に言うと、アフリカでの土
地取得に対する外国投資によって経験されたことが物語るよ
うに(Cotula 2011; Locher 2011)、人権が不十分であるとい
うことと、非常に脆弱であるということとは、多くの場合、同
じ意味である(ICHRP 2008; Jager et al. 2007)。 

アフリカの多くの場合に当てはまるが、自然資源を搾取する
ことに強いインセンティブが働いている場合には、人々や環境
を保護するために人権が重要になる(Bond and Dugard 2007)。
地元住民の参加や、事前の十分な説明を受けてから自由意思に
もとづいて意思決定するといったガバナンスの権利は、地元住
民の権利が考慮されるよう確立するのに役立つ。人権は、持続
可能な選択がなされているか、また公平で差別の無い成果がも
たらされているかを見る指標となる(ICHRP 2008)。いったん
決定が下されてしまった場合には、訴訟を通して、その決定に
ついて評価する基準を得ることができる。ナイジェリアでは、
コミュニティが人権法を用いて、農地と生物多様性に悪影響を
及ぼしてきた石油探査に抗議した。その例は、1995 年の未報
道の「オゴニ民族生存運動の代表であるケン・サロ＝ウィワ及
び他８人」という訴訟事件である(Frynas 1999 ;Idowu 1999)。 
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Box 9.10 水水に対する人の権利を認めることで公平な水へのアクセスを促進できる

サントメでは、水を入手できるよう保障することは、政策の優先事
項である。 © Andrew Mohamed

「人及び人民の権利に関するアフリカ委員会」は、2002 年に
アフリカ憲章のもとで、ナイジェリア政府にはオゴニの人々の
生活を保護する義務があることを認定している（社会的経済的
権利センター 対 ナイジェリア ）。この決定を履行することで、
石油探査の実施が制限され、環境や健康、生計が確実に保護さ
れるだろう。

人権を重視したガバナンスは、厄介に思えるかもしれないが、
政策決定に厳格さを加え、多くの課題や価値が考慮されるよう
保証する。長期的にみると、人権のアプローチは、政治の安定
および良い社会の関係を促進していく。しかしながら、人権ア
プローチは、コストのために厳しく制約されることがあるし
（Box 9.10）(Larson 2010)、またその権利者たちが人権を要
求し守り享受する力量は、情報や知識へのアクセス、司法への
アクセス、能力、が足りないと、悪影響を受ける。

いろいろと問題はあるが、人権のアプローチは、実現される
潜在力を持っている。保全やガバナンスにおいて、人権の観点
が、徐々に認識されつつある（Box 9.9 と 9.10）。2010 年に
国連は水に対する権利を認定した(UNGA 2010)。「人及び人
民の権利に関するアフリカ委員会」〘アフリカの主な人権監視
機関〙は、水のような基本サービスの提供を怠ることはアフリ
カ憲章における環境権の侵害であると認定した。コンゴ民主共
和国や南アフリカ、ウガンダなどのいくつかのアフリカの国々

は現在、この権利を国家の体制の中で認めている(Winkler 
2008)。多くのアフリカ諸国にとって、都市化や気候変動のペ
ースが速いことによって、水の供給問題が深刻になっているが、
水アクセスに対する人の権利を認定することが、その解決策の
一つになるだろう。権利にもとづくアプローチは、土地などの
その他の資源へ拡張されることによって（Box 9.9）、他の環
境目標を支援することができる。 

 南アフリカの憲法は、生活用水の無料化政策 42/2001（Free 
Basic Water Policy）を実施して、十分な水を入手する権利
を人々に提供している。貧困に陥った多数の世帯が、生活用に
1人1日当たり少なくとも25リットルの水の入手（家から200
ｍ以内で）を保証される恩恵を受けている(Mehta 2005)。そ
れは広範な健康や生計ニーズまでを満たすものではないが、世
界保健機構が最低限の消費量として勧告するものに相当する。 

 女性や少女が水くみに費やす時間と労力の節約、彼女たちが
他の作業に従事できるようになること、防備されていない給水
源に頼る必要がなくなり、水を媒介とする疾病への脆弱性が低
減されることが確実な成果となっている(Mehta 2005)。その
うえ、市民が率直に、そのような政策は良い政治のおかげだと
考え、回りまわって長期的な政治の安定を支えることができる。 

 この政策の重要な課題は、人への恩恵と、それに要する費用
のために引き起こされる影響とをうまくバランスさせること
だ(DWAF 2002a)。しかし、人々の生活レベルを向上させるこ
とが、関連する費用より重要だと見なされている(Stalk 2004)。
中には費用がかかり過ぎると考える人もいるが(DWAF 2002 
b)、水を供給する責任が地方レベルへと分権化されたことによ

って、地方自治体がより斬新な対処をするよう促された(Stalk 
2004)。  

法的に保証された水量が提供されない場合には、市民が訴訟
を起こす事態となった。憲法裁判所での 2009 年のマジブコ対
ヨハネスブルグ市の訴訟では、国は水に対する国民の権利を達
成するために、資源の使用可能な範囲内で、妥当な法的および
その他の措置をとる必要があると判決された(Larson 2010)。
農村地域においては、費用その他の障壁があって、その政策は
まだ実施されていない。

 その他の制度的かつ組織的な課題は、コミュニティが情報や
能力を獲得する機会が不足していることである。この事例研究
では、十分な水を入手可能にする重要な要素は次のようになる。 
・費用回収の原則に取り組むこと
・対象とするグループを特定すること
・融資を確保すること
・需要を管理すること
・能力を構築すること
・情報を入手する機会を向上させること
・インフラの拡張を促進すること。
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アフリカで最も樹木に覆われている 10か国において、コミュ
ニティの保有となっている森林の割合が、2002～2008 年に
120 万から 610 万ヘクタールまで増加した(Sunderlin et al.
2008)。カメルーンやエチオピア、ガーナ、ケニア、セネガル
などのいくつかの国々は、聖地を認定する政策をとっている
(Dudley et al. 2005; Lee and Schaaf 2003)。先住民族や地
元コミュニティによって保護される区域では、生態系管理が強
化され、生物多様性の復元と維持に成功し、国の保護区を補完
することができている(Lee and Schaaf 2003)。

これらのアプローチを持続していくうえでの主要な問題は、
農業と比べて環境管理から得る所得が比較的低レベルである
ことだった(Murombedzi 2010)。しかし、収益が好転してい
る。ナミビアでは、野生生物から収益を得る企業から管理委員
会が得る収入が、1999 年の 73,600US ドルから 2009 年の
430万 US ドルまで増加した。また同時に、ナミビア経済はコ
ミュニティ参加型の自然資源管理によって3,250万USドル以
上を得た(NASCO 2010)。コミュニティ参加型のアプローチ
（community based approach）によるその他の恩恵は包括
的なガバナンスやインフラの開発、自然資源関連の紛争の減少
などである(Nelson 2010)。

これまで、自然資源に対する影響を実証的にモニタリングし
たものがほとんど無いので、コミュニティ参加型アプローチが
もたらす全体的な有効性を評価することは、大きな課題だ
(Jones 2008)。コンゴ民主共和国やナミビア、南アフリカなど
のモニタリングがなされてきたところでは、野生動物の個体群
数の増加が記録されている(Mehlman et al. 2006; Child
2004; Jones 2004)。コンゴ民主共和国でコミュニティが管理
するタイナ保護区では、象との遭遇率が 10倍、チンパンジー
との遭遇率が 3倍、ゴリラとの遭遇率が 2倍に増加するととも

ジンバブエの国立公園では住民参加型の持続可能な動物管理
がバッファローの群を維持している。 © Jennifer Mohamed-Katerere 

Box 9.11 アラブコ森林保護区での蝶飼育

ケニアの 42,000 ヘクタールのアラブコ森林は、コミュニ
ティ参加型のキペペオ（スワヒリ語の蝶）のプロジェクトの
本拠地で、そのプロジェクトは飼育された蝶のサナギの輸出
で年間 80,000 US ドル以上の収益を上げ、そうすることで、
野生の生物多様性が使用されるのを減らしてきた。

このプロジェクトは、環境保全と持続可能な生計とが結び
つくことを明確に示している。生計の戦略を木製品（薪や木
炭、木材）の持続不可能な利用から、森林昆虫の商業的飼育
へと転換することによって、持続可能性が強化された。この
取り組みによって、昆虫とその森林生息地の生態的経済的な
重要性について、コミュニティや国の機関が認識を高めた。
この種のプロジェクトの他地域での実現の可能性は高く、現
在蝶の飼育が、ケニアの他の３地区とタンザニア連合共和国
のウサンバラ森林で実施されている。

 地域の既存の制度を強化することで、これらのアプローチの
実現およびより良い活用を促すことができるだろう。「人及び
人民の権利に関するアフリカ委員会」の働きは、国家がその委
員会の決定に効力を与えることに抵抗しているために限定さ
れてきた(Wachira 2008)。1998 年に創設された「人及び人
民の権利に関するアフリカ裁判所」は、上記委員会の役割を補
完する目的で作られたが、十分に活用されていない。多くの場
合、法的活動を始める個人、グループ、NGO のもつ権利の不
足が、国民による裁判所の有効利用への重大な制約となってい
る。マリおよびブルキナファソは、個人や NGO が裁判を直接
に起こせるよう許可している(Wachira 2008)。 

地元参加型の包括的なアプローチ 
 環境管理に参加する地元住民の権利を強化する政策は、環境
管理の強化に役立つだけでなく、生物多様性や土地、水、海、
気候変動の各目標に寄与する（表 9.1 と 9.2）。これらの地元
参加型の包括的なアプローチは、持続可能な土地管理や統合的
沿岸管理、気候変動の適応策と緩和策のための自然による解決
策など、さまざまな保護政策に組み入れられることができる。
またこれらのアプローチは、例えば、越境の自然資源管理、海
洋管理区、REDD+（Box 9.11）を通して何百万もの人々の生
計の基盤を広げ、また雨水の有効活用や自然による解決策に関
する政策などによって、地元のレジリエンスを強化し、また各
レベルでの学習を促進している（Box 9.12）。

1990 年代以降、地元参加型の包括的なアプローチを用いる
国々の数が増えて、この種の管理下に置かれる土地の範囲が増
大してきた(Koech et al. 2009; Roe et al. 2009)。例えば、 
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雨水の有効活用（water harvesting）は、雨水を作物や木、

エチオピア北部高原の小麦畑。ここで改良された土地管理慣行は
土壌侵食の低減に寄与してきた。 © William Davies

Box 9.12 カメルーン南部での景観地図の作製

Box 9.13  エチオピアでの雨水の有効活用

エチオピアの乾燥地域および半乾燥地域では、人びとの飲
食や牧畜、農耕にとって水の不足が大きな制約であった。人
口のほぼ 80％が家庭向けの飲料水を入手できず、およそ
46％が飢えに苦しんでいる。政府はこの問題に対処するため、

ために、それらが広範に採用されるにはいたっていない。

表面流去水や屋根に降った雨水を貯留する施設の設置を促
進させる取り組みを進めている。エチオピアは 5 億 2,000 万人
以上が必要とする水量に相当する雨水貯留施設を持ってい
る(Mati et al. 2006)。水を貯留した農家は、より長期にわ
たって水の利用方法を向上させ、乾季に野菜を生産すること
ができたので、雨水を貯留しなかった人々より高い収益を得
ている。エチオピア中部のミンジャル・シェンコラ県では、
玉ねぎとその苗に対する灌漑水を補填するために貯留雨水
を用いた農民が 100m2 当たり平均 155 US ドルの純収益を
得た(Akalu and Adgo 2010)。表面流去水がマイクロキャ
ッチメント〘植物の周りに作られる小さな土手〙で集水さ
れる区域では、植物の生長が他より大きくなり、乾燥地の飼
料生産や環境収容力が向上した(Abdelkdair and Schultz 
2005)。しかし、その集水構造を造る初期費用や品質不良の

ようとする意欲に影響を与えている。森林がもたらす多くの意
義や価値観について地元コミュニティがもっと深く理解する
ことによって、地元にとって適切な制度を作るための基盤を確
立できる（Box 9.12）。その他の障壁は、資金が不十分なため
に市場をあまりよく活用できないこと、情報や技術の流れの貧
弱さ、市場との結びつきが不十分であること、また規模の経済
をコミュニティが活用できていないことなどである(Scherr et 
al. 2004)。生物多様性条約（CBD）によって想定されている
ように、能力や権利を増強することが、環境面や社会面での成
果をあげるうえで極めて重要だろう。 

雨水の有効活用 

 「森林地向けに資源を思い描くシステム（FLORES） 」 は、
カメルーン南部の首都エボロワに近いアコクの８つのコミ
ュニティで行われた参加型の地図作製の取り組みである。土
地利用における社会の現実および認知、過去の変遷について
説明するために、特定のグループによる議論と、女性や年長
者や男性との個別議論とを併用して、地理情報システム
（GIS）〘地理情報や付加情報をコンピュータ上で作成し表
示する〙の手法が用いられた。社会データや文化データを組
み合わせてコミュニティが作成した基本地図は、狩猟権や漁
業権だけでなく、景観ユニット、所有権、道路、これまでの
土地利用、を明らかにする新たな理解を構築した(Robiglio
et al. 2003)。

 このアプローチは、土地利用の動態に影響を及ぼしている
社会的要因を特定できるようにし、またコミュニティが土地
を使用している実態と、研究者の認識とを整合させることが
できる。その基本的な問題点は、空間的境界を定義する際の
精度、現地語についての理解の貧弱さ、コストが高くなるこ
とや時間的な要素に関するものだ。 

 それでもこのアプローチは、多くの場合、環境意思決定の
際に欠落しているデータを提供するものであり、多くの地域
や社会的な領域や文化的な領域で実現されそうだ。また社会
的な価値や優先順位と、環境計画との間のつながりをより良
くする手助けとなりそうだ(Robiglio et al. 2003)。 

に、同期間中の密猟行動が7分の１に減少した(Mehlman et al. 
2006)。西アフリカのコートジボアールとブルキナファソでの
コミュニティ参加型の自然資源と野生動物の管理試行プロジ
ェクトは、保全区域内の農業による侵食が減少していることを
報告した(World Bank 2008)。地元が共有する森林における
コミュニティによる保護は、これらの土地保有が他者によって
盗用されたり、土地利用の転換がなされないよう守り、そうす
ることでコミュニティ収益の改善、生物多様性の増大、森林状
態の向上をもたらしてきた(Sunderlin et al. 2008; Banana
and Ssembaijwe 2000)。これらの成功は、このアプローチが
他でも実現されるべきであることを強く示唆している。

多くの地元参加型のアプローチが実施されて、成功するには、
かなりの障壁が残っている。地元の権利を十分に施行したり遂
行できていないことが課題として残っている。例えば、政府当
局はコミュニティの森林として指定された森林に、コミュニテ
ィの権利を割り付けるのに、多くの場合、時間がかかり過ぎて
いる（「人権」の項を参照のこと） (Sunderlin et al. 2008)。
地方の条例と国家の法律との間に不一致がみられたり、あるい
は持続可能な管理を達成するためのコミュニティの能力に対
して疑念が存在したりすることが、政府が地元に権限を移譲し 
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Box 9.14  ブルキナファソでの雨水を活用する伝統的慣行の強化

ザイ農業は、水を捕らえるのに役立つ。 © Jennifer Mohamed-Katerere

ブルキナファソで浅いくぼみに植栽するザイ（Zai）は、
水と土壌の保全への投資が収穫量を向上させることを実証
している。例えば、ヤテンガ県ではザイの技術を採用した結
果、モロコシの平均収穫高が、１ヘクタール当たり 1984～
1988 年の 594kg から、1995～2001 年には 733kg に増加
した。トウジンビエの収穫は、１ヘクタール当たり同期間に
473kg から 688kg にまで上昇した(Reij and Thiombiano
2003)。これらの改善によって貧困を減らす成果が得られた。
例えば、ラナワ村では、貧しい家庭の数が、1980～2001 年
の間に 50％減少した(Hien and Ouedraogo 2001)。

これらの技術は地元の慣行として定着し、すべての農民に
よって習得される可能性があるが、より裕福な農民や中所得
の農家は単純に、必要な労働力に対して支払う資金を持って
いるという理由で、貧しい農家以上にこの技術を利用してい
る兆候が見られる(Kabore and Reij 2004)。ザイという技
術の主な欠点は、特に広い面積にわたって掘削が必要な場合
に、かなりの労力と良好な健康状態が必要とされることだ。 

牧草の生産、および生活用途に使用できるよう、降雨からの流
出やあふれた水を土壌やタンク内に溜めて利用するものだ。し
たがって雨水の有効活用は、淡水を確実に入手できるようにす
ることにより、また熱帯、亜熱帯、乾燥地帯での極端な降雨事
象から受ける流出の影響を減らすことにより、適応策を強化す
る気候変動の目標（表 9.1）が実現されるよう支援するもので、
地方のコミュニティにも都市のコミュニティにも適している。
また雨水活用は、淡水や土地の目標の達成（「持続可能な土地
管理」に関する政策を参照）、また集水域の復元を通して生物
多様性の目標の達成に寄与する。 

 この政策オプションの重要性は気候変動の深刻さゆえに支
持され、また 2020 年までに約 7,500 万～2 億 5,000 万のア
フリカの人たちが水ストレス区域で生活しているだろうとい
うこと(Boko et al. 2007)、および極端な降雨事象の増加が土
壌や都市などの居住区に悪影響を及ぼすだろうということが
理解されることによって支持されている。このアプローチの潜
在力が高いことは、さまざまな状況から明らかで、Box 9.13
はエチオピアの事例からその価値を示している。画期的な雨水
活用が、サヘル全域で数十万ヘクタールに適用されており、そ
れが農業の生産性を増強し、気候変動による人々への罹病を減
らしている（Box 9.14）(Reij et al. 2009)。マリで、雨水貯
留による農業生産量の増加、および地下水の涵養への影響量が
調査された(Doumbia et al. 2008; Kablan et al. 2008)。

 効果的な雨水活用を定着させることが課題だが、資源や労力、
技術を入手できるか否かがその制限要因である（Box 9.13 と
9.14） (Saico and Kunene 2010)。世帯のサイズに合った貯
水設備を購入する余裕がないかもしれない(Saico and Kune- 

ne 2010)。雨水を活用するための投資から得る見返りは長期
にわたって待たねばならず、小規模農家や特に女性にとっては、
土地保有の権利が弱いために、そのような技術に投資する気持
ちにならないかもしれない。 

 しかし、雨水活用の潜在力は著しく高く、多くの国で実現さ
れる可能性がある(Mati et al. 2006)。国の適応策の中にその
水管理を組み入れることで、法的および政策上の制約が対処さ
れ、またコミュニティが資金や技術をより入手しやすくなって、
雨水活用技術の取り込みが支援される。トーゴなどのいくつか
の国では、雨水活用が国家の適応プログラムの中の優先事項と
して認識されている。地元の知識や慣行、新たな工夫、に対し
て国が支援することによって、コミュニティの活動に自信が与
えられ、農民どうしの学習を通じて雨水活用の普及につながる。
Box 9.14 は、雨量の変化に関して何百年にわたって発展して
きた伝統農法の知識が、乏しい水資源の管理や食糧生産の改善
に、いかに多くの成功をもたらしてきたかを示している。 

 雨水活用の機会を拡げることで、劣化したダムの復興、流域
の復元、水の供給に寄与している既存の森林の保全につなげて
いくことができる。これらの戦略によって、年間を通しての水
の供給や土壌の保全、農業と牧畜部門での生計活動の拡大が強
化される（Box 9.13）。 

気候変動への適応策および緩和策のため
の自然による解決策 
 生態系を復元し維持することが、気候変動への適応策や、災
害リスクの低減および緩和に対して、価値ある支援を提供でき
（上記 REDD+の項も参照のこと）、気候変動に対する目標の 
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Box 9.15   モーリシャスにおけるマングローブの修復

出典: ADD 2011 ル・モーンでのマングローブの植林。© Subash Chacowry/ADD

モーリシャスのマングローブ林が減少したため、NGO で
ある持続可能開発協会（Association pour le Développe
ment Durable）が 2008 年に、欧州連合と財務省からの支
援を受けて、南部の小さな漁村ル・モーンにおいて約１万本
のマングローブの苗木を植えた。植林に地元コミュニティが
積極的に関わった。その協力には、水産省のアルビオン水産
研究所による栽植技術に関するトレーニングも含まれてい
た。2011 年には、企業の社会的責任（CSR）の枠組みのも
とで、多くのレベルの協力や、商業銀行からの財政的支援に
よって、さらに４万本の苗が植えられた。マングローブ林が
復元される潜在性を持つ区域を特定するために、島全体にお
よぶ調査が始められた。

達成を支援する。また生態系の復元は、環境の提供する財やサ
ービスを増強させることになり、土地や海、水、生物多様性の
各目標（表 9.1 と 9.2）の実現に寄与できる。 

 生態系の復元作業には、国家をまたがる国際的なレベル、国
家レベル、またはコミュニティレベルで、さまざまな主体（ア
クター）が関与することができ、またその復元作業には保護区
の維持管理も含まれる。生態系を復元または維持することは、
自然による解決策を引き出し、適応策と緩和策に有利な状況を
作り出す。例えば、マングローブの復元は、海岸線を安定させ
ることにより、対処能力を増強できる(Duke et al. 2007;
Mcleod and Salm 2006)。またマングローブの復元は、食糧
や燃料、木材などの環境財の提供を通して適応策を支援する。
例えば、ナイジェリアのマングローブ林は、ギニア湾とアンゴ
ラの間で獲れる魚の 60％以上のための繁殖地を提供している
(Carrere 2009)。スーダンでは、放牧地の復元（輪換放牧や
家畜構成を変化させることによって達成される）が、家畜の牧
草地と食糧安全保障を向上させるのに役立った(Buffle and
Elasha 2011)。この取り組みによる思いもよらない成果は、
伝統的な地元の制度や価値観を用いて、アクセス権が交渉され
たことによって、争いが回避されるとともに、遊牧民がその区
域に誘致されたことだった。ニジェールなどの保護区では、作
物の近縁野生種を自然の状態で保全することに力を入れてい
ることが確認された。近縁野生種は、多くの場合、栽培化され
た作物より、耐乾性が高いので、農業と食糧安全保障を強化す
るために利用されることができる(Dudley et al. 2010)。

 生態系の復元には、多くの場合、駆動要因や圧力が複数のレ
ベルに存在しているために、一貫した、それでいて分野横断的
な多部門に及ぶアプローチが必要である。大規模または地球規
模の駆動要因には、石油探査、農地の拡大や農薬汚染、インフ
ラや輸送の発達、人口や居住区の増加、沿岸開発などがある
(Adger et al. 2005)。それに加えて、地元住民の生計による
もの、例えばマングローブ内での持続不可能な薪採取が、ガバ

ナンスと管理が手薄なマングローブ資源に対して圧力になる
ことがある(Ajonina et al.2005; Ajonina and Usongo
2001)。多くのレベルで駆動要因に対処する統合的アプローチ
を確立することは、通常、困難な挑戦であり、特に政策の策定
機関と実施機関との間の調整や協働が弱い場合は困難である。
さらにデータ収集やモニタリング、情報が貧弱な場合には、順
応的管理が制約される。部門中心の、競合する、不完全で、強
制力のない、不適切な法律が制定されていると、立案や管理の
基盤が弱くなる(Madzwamuse 2010; Gordon et al. 2009)。 

 加えて、生態系の保全と再生能力を高めるには、さまざまな
生態系要素間の相互の結びつきや (Abdulla et al. 2011; 
Davis et al. 2011)、社会-生態系のレジリエンスについてのよ
り深い理解が必要になる(Johnson and Welch 2010; Adger 
et al. 2005)。資金の投入と生態についての知見の創出により、
その知見をガバナンスや政策の展開で使用できる情報に翻訳
することが、管理を成功させるうえで不可欠であり(Adger et 
al. 2005)、そのためには、科学、政策立案者、コミュニティ
の間の意思疎通がより良く図られている必要がある。地域協力
やコミュニティ主導の戦略、官民の連携（Box 9.15）が学び
を支え、持続可能性を向上させ、生態系アプローチを促進でき
る。最近、採択された西アフリカのマングローブ憲章（各国ご
との行動計画によって補完される）は、この例だ。 

 適応策が地元の能力に関わるものであるならば、政策立案者
や技術関係機関、コミュニティの間で、適応策の戦略やプロジ
ェクトについての理解が共有されていることが重要である
（Box 9.16）(Patt and Schroeter 2005)。もし理解が共有さ
れていなければ、適応戦略が地元の生業活動や価値観、文化に
反するものになるおそれがあり、2000 年にモザンビークで発
生したサイクロン、エリーンの後に政府が発動した再定住計画
の時のように、構想の受け入れが進まないだろう(Patt and 
Schroeter 2005)。資金や社会支援へのアクセスが容易にでき
なかったことが、再定住の支援を進めるうえでの主たる障害だ 
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Box 9.16  コミュニティ参加型の適応戦略におけ
るソーシャルラーニングと知識

オリファンツの上流域は、南アフリカのハウテン州とムプマ
ランガ州にまたがり、主な経済活動は石炭採掘や鉱物の精錬、
農業である(Hob et al. 2008)。オリファンツの水は、特に石
炭採掘からくる酸性鉱山排水によって汚染されている。

産業界のステークホルダーによる支援で1997年にオリファ
ンツ上流域に導入された排出量調整方式は、水系が持つ自然の
同化吸収能力を利用して、川の流量が多い期間に酸性鉱山排水
を排出して希釈する方式である(Hob et al. 2008)。上流域が
管理ユニットに分割され、それぞれのユニットが明確に、その
同化吸収能力にもとづく廃棄物負荷の分担量を受け持つ。参加
する企業は、ユニットの同化吸収能力と、その方式での各企業
の配分量に応じて、悪質な水の受入れ管理ユニットに放出する
ことが許される(Limpitlaw et al. 2005)。

その方式は、ウィトバンク・ダムで硫酸塩濃度を低下させる

ことに成功し(World Coal Institute 2002)、それが長期にわ
たって川の生態的な健全性に寄与すると期待されている。流量
の少ない期間の放出は著しく減少する。そのために発生する費
用については汚染者が負担し、税金は他の用途に使われるよう
確保された。鉱山や発電所を擁する区域の産業界が、このプロ
ジェクトに対して相当な資本と実施にかかる費用を提供して
いる。ある企業は排水や貯水、処理システムに対して 2007 年
12月に１億ランド（US＄1,300万ドル）以上の資金を投じて、
その排水の質と量を改善した(World Coal Institute 2002)。
洪水のリスクが減り、より健全なコミュニティになると想定さ
れている。

あいにく、オリファンツ流域での水質問題は存続している。
同様の取り組みの成功は、強い制度面での能力、経済的安定性、
今までにない新しい発想に対する政府の承認、ステークホルダ
ーの献身的な関与に依存している。

った。もう一つの大きな問題は、政府とコミュニティが抱く気
候リスクの重大性についての認識の対立だった。これらの結果
は、政策を立案し成功裡に実施するための必要条件として、ス
テークホルダーの諸団体のすべてにわたる活発な対話が必要
であることを浮き彫りにしている(Patt and Schroeter 2005)。
持続的な対話が、戦略を再評価し、変化に対応する基盤を作っ
ている(Box 9.16)。

ステークホルダーによる汚染管理

Box 9.17  オリファンツ流域での酸性鉱山排水の管理

東アフリカの小規模農家は、自然資源の保護と持続的な利用、
および関連する恩恵を公平に配分するという世界的な課題に
重要な役割も担っている。 © Guenter Guni/iStock

や淡水、海、気候変動に対して選定された諸目標の社会的およ
び環境的な側面（表 9.1 と 9.2）を達成するのに役立つ。 

アフリカは汚染防止の目標を達成するために、主として規制
によるアプローチに依存してきた。これらのアプローチは、製
造工程や生産を規制することで、特定の汚染物質の排出を制限
し、一定の汚染行為を特定の期間または区域に限定することに
よって環境面での成果をもたらしてきた(Bernstein 1997)。し
かし、排出を制限する手法は、多くの場合、特に汚染の排出お
よび規制の順守を監視するための財源が不足しており、汚染防
止の目標を達成する効率的な方法とは言えない。ますます厳し
くなる環境法令を確実に順守させるために必要となる拠出金
の額のレベルは、多くの政府にとって手に負えない費用となっ
ている。対照的に、ステークホルダー（利害関係者）が実施す
る管理アプローチは、商業組織にとって汚染規制を経済的に有
利なものにする可能性がある。これらのアプローチは、効果的 

カメルーンにおいて、コミュニティ参加型のマングローブ
管理プロジェクトが比較的成功したことは、コミュニティが
参加する適応策の成功例として学ぶ価値があることを示し
ている(Ajonina et al. 2009)。 

カンポ海浜のコミュニティは、苗床で 4,000 本以上のマン
グローブの苗を育て、海岸の浸食と風からカンポ海浜を保護
する防護林としてそれらを植えた。このプロジェクトは、海
辺に沿ったコンクリート壁の損傷に対する対策であった。プ
ロジェクトの進行において住民と対話し、プロジェクトを学
習させ、住民を巻き込んだことが、苗の開発、マングローブ
材の採集区域の境界設定、地元住民の自主的な参加、モニタ
リングや評価での地元の持続的な関与など、プロジェクトの
さまざまな側面においてコミュニティの活発な参加につな
がった。エネルギー効率の良い魚の燻煙室など、地元に適し
た技術が採用された。

汚染管理は、生態系を復元するためや、人の健康に関する諸
目標を実現するために重要である。また汚染管理は生物多様性 
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ナミビアの中央ナミブ砂漠。© Lucyna Koch/iStock

に運用し施行するために、さまざまな程度のインセンティブや
情報、行政能力を引き起こすことができる。汚染を制御するた
めに利用される主な経済手法のタイプには、価格設定や汚染賦
課金、排出権取引などがある(Bernstein 1997)。 

オリファンツにおける汚染の制御について述べた Box 9.17
は、どうすればステークホルダーをうまく関与させられるのか、
また汚染管理の責任の所在に関する固定した思い込みをどう
すれば転換できるのかを示している。 

結論：成功に基づいて進める 
 環境政策についての本評価は、既存の成功に基づいて進め
ることで、機会を効果的に活用し、人や環境に対してより良い
政策を実行でき、プラスの成果を確保できることを示している。 

 効果的なアプローチを実現し、規模を拡大していくことは重
要であるが、政策をやみくもに拡張すべきではなく、地元、国、
広域の状況によく適合するよう修正すべきである。上述した
諸々の政策オプションにおいて十分に例証されるように、互い
に強化し合う分野横断的な政策オプションに着目して、機会を
最大限にすることが重要である（表 9.2）。資金や人的資源が
限定的である場合、相乗作用を見つけて発展させることが費用
効率を高める。また政策が互いに矛盾せず、悪影響を具象化さ
せないようにすることが重要である。 

 「政策についての評価」の節で示されたように、効果的に政
策を実施するには、障害を減らすか取り除くこと、また政策を
可能にする状況を強化することが必要になる。モニタリングの
不十分さ、利益誘導型の意思決定、ガバナンスや権利の弱さ、
適正能力の欠如が、政策の成功を阻んできた。 

 柔軟性を備えた政策が環境の変化に対処するために必要だ。
例えば適応策や緩和策のための自然による解決策など、ここで
議論した政策オプションの多くで例証されるように、モニタリ
ングや評価、ソーシャルラーニングに対しても資金を投じるこ
とが、政策の対応を修正し変更していくうえで役に立つ。

環境の使われ方やガバナンスの変化が、社会-生態系のレジ
リエンスにどう影響するかを考慮に入れる戦略的な意思決定
は、経済面や社会面、環境面の恩恵を確保するのに有効である
ことが示された。住人や生態についての理解と、環境を管理す
る優先順位をまとめておくことは、将来の選択オプションを下
支えする環境資源が、現在の選択によって破壊されたり弱体化
しないよう確保するのに役立つ。そのようなアプローチ（生態
系を重視する管理など）は、人と自然をつなぐことを優先して、
単に一つの生態系の要素や産業部門、コミュニティ、社会経済
的グループだけを優遇するものではない(Davis et al. 2011)。
固定された目標や国家体制に重点を置くその他のアプローチ、
あるいはたいてい自然の作用を妨げることになるハード的土 

系を重視する管理は、変化に適応する地球システムの能力を維
持するための一つの方法である(Abdulla et al. 2011)。 

 説明責任を強化することは、政府や民間部門が確実に取り組
みを履行し、合意された成果を達成するのに役立つ(Najam 
and Halle 2010)（「地元参加型の包括的なアプローチ」、「人
権」、「ステークホルダーによる汚染管理」の項も参照のこと）。
国々がさらに大きな成果を示すことができるためには、進展を
モニターするためのシステムの創設が必要である。開催された
会議の数といった取り組みベースの指標ではなく、パフォーマ
ンス指標を開発することによって、どのようにして、どの程度
まで、政策の目的が達成されつつあるのかを一層明確にできる
(Najam and Halle 2010)。国やサブ大陸域が効果的な強い報
告制度を持つことが、実施機関の責任を問い、成功例を記録、
文書化する機会を提供するのに役立ち、次いでその報告文書が
成功例を広め実現させる基盤を作る。 

 多様なステークホルダーが関わっている国境をまたぐ沿岸
資源や陸上資源を管理する政策オプションなど、持続可能な管
理を達成するためには、協力することが有効であることが示さ
れた。協力することで公正さが増し、技術の共有が高まり、争
いが減少してきた。いくつかのケースでは、テラフリカやナイ
ロビ条約のもとで、外部の資金提供国からの支援や提供国と協
働することが、知識や技術を学習し共有する効果的なプラット
フォームを創設するのに役立っている。民間部門と、環境を管
理または保護する組織とが提携することは、生態系サービスに
対する支払いなどの多くの政策オプションや、マングローブの
復元において、便益を確保することに効果のあることが示され
た。持続可能な土地管理などの提示されたオプションのいくつ
かは、地元レベルおよび政府レベルで、ステークホルダーが高
い頻度で参加することで、持続可能性を高める良好な成果とと
もに、妥当性が確保されることを示している。コミュニティ参
加型の資源管理など、地方分権化や権限を移譲する政策が、コ

木工事を用いる解決策を重視するアプローチと比較して、生態
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南西ルワンダのニュングェ森林国立公園の雲霧林は、REDD+ の

図 9.3  能力の となる要素を強化するための政策オプションから選定された戦略

• 国々の間の技術格差に対処するた
めに設備を共有すること

• 新技術を使用するための技能
• 実績と評価を向上させるモニタ

リングや評価技術
• 制度的な支援

• 農民から農民、国から国、分
野から分野など、多くのレベ
ルにまたがる学び

• 
• 

科学と政策と地元の間での交換

• ステークホルダーのプラットフォーム 

• 参加および情報へのアクセス
などのガバナンス権

• 土地保有権および自然資源の
受給資格

• 法的地位および自由意思による
同意の手続きを通してなされる
司法制度の利用

技能の開発

権利や資格
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と学習
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• 共有し協働すること
• 管理する手段や技術を入手できる

よう改善すること

先住民の在来知識などの様々な
知識の組み入れ

ミュニティと環境にとってプラスの成果をもたらしてきた。

生態系のレジリエンスと社会のレジリエンスとが互いにし
っかり絡みあっていれば、南アフリカにおける生活基礎水の無
料化政策で示されたように、利益をより公平に配分するための
ガバナンスや制度的な体制を強化することが、極めて重要であ
る。REDD＋、コミュニティ参加型の管理、その他政策オプシ
ョンといった「生態系サービスに対する支払い」で発生する利
益を公平に分配する際に、地元民の土地保有権や緒権利が弱い
ことが際立って大きな障壁になっている。これらは国家的な問
題だが、その課題の規模の大きさおよび共通性を考えると、協
力したり共有することに対するプロトコル（取り決め）を、大
陸域または世界レベルで策定し採用することによって、地元民

がより効果的に環境活動に従事したり、利益や損失を管理する
基盤が提供されるだろう。国や大陸域レベルでの環境管理の枠
組みの中に人権の視点を強化して組み入れることが、生活の諸
権利を保護し、社会的な包摂を確保し、争いを低減することに
なり、より包括的で長期的なアプローチをもたらす。特に、裁
判所の権限や、市民の訴訟する権利が強化されている所では、
「人権」の項の政策オプションで示したように、アフリカの人
権機関が、これまでの人権の承認でもたらされた断片的な環境
への恩恵を、より強固なものにする重要な役割を果たすことが
できる。 

 環境政策は、たいてい現地の実情にそぐわず、また政府が単
独で行動するために、多くの場合、必要な変化をもたらすこと
ができていない。しかし、資金や知識、能力を出し合う斬新な
制度を整えることは、環境目標の達成に寄与する。政府を含め
て、多様なコミュニティの間で能力や公正さを高めることが協
働を支え、権利を確保する上で極めて重要である。諸々の政策
オプションは、様々な戦略によって、能力を強化する可能性が
あることを示している（図 9.3）。例えば、海洋汚染を管理す
る場合のように、大陸域およびサブ大陸域のレベルで情報や知
識を共有する仕組みは、もっと良く利用されることができるだ
ろう。

 持続可能性を阻む障壁に対処して、本章で取り扱った環境の
合意目標を達成することで、環境のもつ能力を向上させ、政策
の取り組みから政策の成功へと移行させる第一歩を踏み出す
ことができる。環境管理を強化することによって、発展や人々
の生活水準の向上を下から支えている生態系の財やサービス
が保護され、食糧安全保障や貧困、都市化、気候変動の影響な
どの重大な課題に対処する基盤が提供されるのである。 
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